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第１部　青森県経済の動向
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新型コロナウイルス感染症の世界的流行について 

 

令和2年(2020年)3月、世界保健機構(ＷＨＯ)は、新型コロナウイルスについて、パンデ

ミック(世界的な大流行)を表明しました。 

令和元年(2019 年)12 月、中国において、原因となる病原体が特定されていない肺炎の発

生が複数報告され、令和2年(2020年)1月に新型コロナウイルスによる感染と確認されて以

降、感染は世界的に広がっており、同年3月中旬には、感染者が約15万人、死亡者が約5,700

人となっています。 

日本でも同年1月に国内初の患者が確認された後、全国的に感染が拡大しており、同年3

月中旬には、感染者は 814 人、死亡者が 24 人（横浜港に到着したクルーズ船におけるもの

を除く。）となっています。 

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に従って、中国などにおける生産停止やこれに伴

うサプライチェーンの寸断、中国や韓国、台湾など東アジアにおける日本への渡航自粛や日

本からの入国制限、欧米などにおける移動制限、渡航やイベント等の自粛に伴う航空路線の

運休・減便や宿泊、飲食、小売等のサービス消費の落ち込みなど、世界及び日本の社会経済

に与える影響が拡大を続けており、22,000円以上が続いていた日経平均株価(225種)は、令

和2 年(2020 年)3 月に 20,000 円を割り込み、その後も連日下落しています。このような状

況を受けて、政府は、新型インフルエンザ等対策特別措置法を適用することとしたほか、感

染拡大防止、資金繰り等事業活動縮小への対応、学校の臨時休業に伴う課題への対応などの

緊急対応策を講じてきています。 

同様に、本県においても、地域経済や県民生活に影響が広がってきており、このような状

況が長引くことにより、更に影響が深刻化していくことが懸念されます。新型コロナウイル

ス感染症の世界的流行以降の経済の動向が各種統計により具体的に明らかになっていくの

は、令和2 年度(2020 年度)に入ってからになりますが、これからの世界や日本の経済動向、

また、本県経済の動向を十分に注視していく必要があります。 

2
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1 世界経済の動向 

(1) 概況  

平成20年(2008年)の米国大手投資銀行リーマン・ブラザーズの破たん(以下「リーマンショック」

という。)から急速に悪化した世界経済は、平成25年(2013年)には景気後退局面から回復に向かい

ましたが、平成26 年(2014 年)以降、そのペースが若干遅くなるとともに、国ごとの経済成長率の

ばらつきが拡大し、平成27 年(2015 年)には、中国を始めとする新興国で成長が鈍化しました。平

成28 年(2016 年)は、英国の欧州連合(ＥＵ)離脱の是非を問う国民投票等の政治情勢などから世界

経済が抑制され、リーマンショック以降最も低い成長率となりましたが、同年の後半には、新興国

におけるスマートフォンの普及拡大などを背景に製造業の活動が大幅に伸び、広く世界中で成長が

好転しました。平成29 年(2017 年)も、経済の回復に伴う貿易拡大の流れが各国の生産や設備投資

の拡大へと波及し、平成30 年(2018 年)も引き続き広範囲で成長が加速しましたが、米中貿易摩擦

の影響や中国経済の減速により、同年の後半には動きが鈍化しました。令和元年(2019年)は、全体

としては緩やかな回復を維持していますが、中国の債務削減の取組やドイツの自動車産業の低迷等

により製造業や輸出を中心に経済を下押ししています。先行きについては、全体として緩やかな回

復が続くと見込まれているものの、通商問題の動向や中国経済の先行き、中東地域を巡る情勢、金

融資本市場の変動等が世界経済に与える影響に留意する必要があります。 

 

 (2) 主要国の経済成長率  

主要国の実質国内総生産(ＧＤＰ)成長率をみると、平成25年(2013年)以降、欧米先進国やアジ

ア新興国は概ねプラス成長で推移してきました。米国では、堅調な個人消費や輸出、設備投資の緩

やかな増加等により平成26年(2014年)4～6月期から23期連続のプラス成長となっており、過去最

長の景気拡張局面にあります。ユーロ圏でも、個人消費の堅調な推移や外需の持ち直し等により平

成25年(2013年)4～6月期から27期連続のプラス成長が続いています。一方、日本では、平成26

年(2014年)の消費税率引き上げの影響によりマイナス成長となった後、プラス成長とマイナス成長

を繰り返す不安定な状況が続きましたが、平成28年(2016年)1～3月期からは、8期連続でプラス

成長となりました。平成30 年(2018 年)は、内需の低調や輸出の鈍化、豪雨や地震など自然災害の

影響もあり、再びプラス成長とマイナス成長を繰り返す状況となりました。令和元年(2019 年)は、

海外経済の減速の影響から外需が低調となったものの、設備投資や個人消費、政府支出といった内

需による下支えによって、同年7～9月期までの4期連続でプラス成長が続きました。しかし、同年

10 月の消費税率引き上げの影響や自然災害、米中貿易摩擦などによる影響により、同年10～12 月

期は再びマイナスに転じました。 

また、高い成長率となっていた新興国では、貿易政策の不透明感や地政学的緊張などが続いてい

第１節 最近の世界経済の動向 

 

 
最近の世界経済及び日本経済の動向 第１章  
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ます。ＢＲＩＣｓ1各国の成長率をみると、中国は、公共部門の投資拡大、堅調な輸出や個人消費等

により高い水準を維持していますが、平成30 年(2018 年)以降、地方政府等の債務削減を進める中

で、米国との貿易摩擦の影響が加わり緩やかな低下となっており、令和元年(2019年)は、引き続き

米国との通商摩擦や投資低迷を背景に成長率は大幅に鈍化し、平成2年(1990 年)以来29年ぶりの

水準となりました。インドも、個人消費の減退と公共投資の減少、米中貿易摩擦の長期化に伴う世

界的な景気低減速を背景とした輸出の低迷により、リーマンショックに見舞われた平成20年(2008

年)以来11年ぶりの低成長となりましたが、依然として高い水準となっています。一方、ロシアや

ブラジルにおいては、資源価格の暴落により経済が低迷していましたが、平成29 年(2017 年)まで

にプラス成長に転じており、令和元年(2019年)も、政策金利引下げ効果により、それぞれプラスを

維持しています。(図1-1-1) 

図1-1-1 各国の実質経済成長率の推移 
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1 ＢＲＩＣｓ …経済発展が著しい、ブラジル、ロシア、インド、中国の頭文字からとった4カ国の総称。ゴール

ドマン・サックス社が名付けた。南アフリカ共和国を含めた5カ国を指す場合もある。 
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2 世界経済の見通し 

国際通貨基金(ＩＭＦ)が令和2年(2020年)1月に公表した「世界経済見通し」では、インドをは

じめとする新興国における経済成長の落ち込みの影響で、令和元年(2019年)後半に勢いが弱まった

ものの、同年の世界経済全体の成長率を 2.9％と推計しています。今後については、米中経済関係

のさらなる悪化、情勢不安や地政学的緊張がもたらす経済的な影響が懸念される中にあって、先進

国や中国の成長ペースが減速する一方、新興国が順調な成長を維持するとともに、令和元年(2019

年)に進展した金融緩和の影響が令和2年(2020 年)もその効果を発揮し続けると見込まれることな

どから、世界経済の成長はわずかに加速するとみられており、同年の成長率見通しは、前年を上回

る3.3％となっています。 

国別にみると、米国の令和元年(2019年)の成長率は2.3％となりましたが、金融緩和の効果が薄

れていくこと等により、令和2年(2020年)には2.0％に低下すると見込まれています。ユーロ圏の

令和元年(2019年)の成長率は1.2％となりましたが、製造業の活動に後退局面がみられるドイツ及

び、国内需要と輸出が予測以上に減速したスペインの見通しが下方修正されたものの、外需の回復

が成長の下げ止まりを支えるとして、令和2年(2020年)見通しは1.3％となっています。イギリス

の令和元年(2019年)の成長率は1.3％となりましたが、欧州連合(ＥＵ)離脱後の新しい経済関係へ

の緩やかな移行を想定し、令和2年(2020年)は1.4％となると予測されています。一方、新興国の

令和元年(2019年)の成長率は3.7％となりましたが、中国で米中貿易交渉の「第一段階」合意によ

り当面の景気低迷が緩和される可能性が高く、また、インドでは金融・財政両面からの刺激策と石

油価格の低下に支えられた成長が見込まれるとして、令和2年(2020年)見通しは4.4％となってい

ます。(図1-1-2) 

ＩＭＦは、地政学的な緊張の高まり、情勢不安の深刻化、国家間の経済関係の悪化、これらの現

実化による金融緩和の影響の表面化等により、世界経済の成長が下げ止まる兆候が見られるように

なった今だからこそ、低成長が長期化するリスクが存在しており、多国間協調を強化し、適切に経

済を支えることで、あらゆる人々に恩恵が及ぶ持続的な景気回復を後押しすることになるとしてい

ます。なお、ＩＭＦによる「世界経済見通し」公表後、新型コロナウイルス感染症が世界的な広が

りをみせ、経済活動への影響も大きくなってきており、その動向は予断を許さない状況となってい

ます。 
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(4) 輸出入の動向 

経済成長率に大きな影響を与える輸出入の動向についてみてみます。 

輸出は、米国景気の回復や円安を追い風に平成25年(2013年)に増加に転じましたが、平成26年

(2014年)は、世界経済の成長低迷や国内製造業の空洞化などから伸び率が縮小し、平成27年(2015

年)も、米国や欧州向けの自動車が好調だった一方で、中国向けの自動車が振るわず伸び悩みました。

平成28年(2016年)は、アジアや米国向けの鉄鋼、自動車等が落ち込んだことにより、4年ぶりの前

年割れとなりましたが、平成29 年(2017 年)には、世界的な景気回復を背景に、アジア向けの半導

体等製造装置や米国向けの自動車が伸びたことにより、大幅な増加に転じ、平成30年(2018年)も、

欧州向けの自動車や米国向けの原動機が好調だった半面、下期に入ると米中貿易摩擦の影響が波及

したことで伸び悩んだものの、プラス傾向は維持しました。令和元年(2019年)は、中国や米国向け

の自動車の部分品や、アジア向けの鉄鋼が減少したことにより、輸出総額が前年比5.6％減の76兆

9,275億円と、3年ぶりの減少となっています。(図1-2-3) 

一方の輸入は、平成27 年(2015 年)に、原油安が進み、鉱物性燃料の減少が全体を大きく押し下

げたことから、前年比で減少となり、平成28 年(2016 年)も、原油やＬＮＧの価格下落の影響で減

少しましたが、平成29年(2017年)・平成30年(2018年)には、原油価格が上昇し、鉱物性燃料が増

加したため、輸入総額は大幅に増加しました。輸入総額は増加傾向で推移しましたが、令和元年(2019

年)は、原粗油や石油製品等が減少したことにより、輸入総額は前年比で5.0％減の78兆5,757 億

円と、3年ぶりの減少となっています。(図1-2-4) 
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特に、石油の輸入価格は、中東情勢の不安定化や新興国における需要増などから平成25年(2013

年)まで上昇傾向が続いたほか、原油価格と連動するＬＮＧ価格も石油以上に高騰するなど、輸入額

増大の要因となりました。その後、平成26年(2014年)7月頃までは石油の輸入価格、ＬＮＧ価格と

も比較的高めの水準で推移しましたが、同年10月以降に原油価格が急落し、3カ月遅れてＬＮＧ価

格も下落し始めました。平成27 年(2015 年)は、石油の輸入価格、ＬＮＧ価格ともわずかに持ち直

しに向かった時期もみられましたが、再び下落傾向に転じ、平成28年(2016年)2月には石油の輸入

価格が22.46円(キロリットルあたり)、4カ月遅れてＬＮＧ価格も32.88 円(トンあたり)まで落ち

込みました。その後は石油の輸入価格、ＬＮＧ価格とも緩やかに上昇していましたが、原油相場の
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図1-2-13 景気現状判断ＤＩの推移（全国）

合計

家計動向関連

企業動向関連

雇用関連

 

＜参考：景気ウォッチャー調査における調査客体の業種・職種の例＞

区　　　分 業  種　・　職　種　の　例

小売関連
商店街代表者、一般小売店経営者・店員、百貨店売場主任・担当者、スーパー店長・店員、コンビニエリア担
当・店長、衣料品専門店経営者・店員、家電量販店経営者・店員、乗用車・自動車備品販売店経営者・店員
等

飲食関連 レストラン経営者・スタッフ、スナック経営者等

サービス関連
ホテル・旅館経営者・スタッフ、旅行代理店経営者・従業員、タクシー運転手、通信会社社員、観光名所・遊園
地・テーマパーク職員、パチンコ店経営者・従業員、競輪・競馬・競艇場職員、美容室経営者・従業員等

住宅関連 設計事務所所長・職員、住宅販売会社経営者・従業員等

企業動向関連

雇用関連

家計動向関連

人材派遣会社社員・アウトソーシング企業社員、求人情報誌製作会社編集者、新聞社（求人広告）担当者、職業安定所職
員、民間職業紹介機関職員、学校就業担当者等

農林水産業従事者、鉱業経営者・従業員、製造業経営者・従業員、非製造業経営者・従業員等
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2 日本経済の見通し 

 日本経済は、平成24年(2012年)12月から緩やかな回復を続けています。内閣府が令和2年(2020

年)1月に公表した「日本経済2019-2020」によると、平成30年(2018年)に始まった世界経済の減

速が令和元年(2019年)を通じて日本経済の下押し要因となっており、外需の弱さが長期化して製造

業の生産・収益・投資の下振れが起こっている一方で、持ち直しを続ける内需の強さが外需の弱さ

を上回っていることから、内需を中心に緩やかに回復しているとしています。 

この背景として、一つには、輸出の影響を受けやすい製造業の生産減少ペースが緩やかなものに

とどまっていることから、外需の減少ペースが景気を一気に冷え込ませるような急激なものではな

かったということが指摘されています。なお、輸出全体の弱さの基調を生み出したのがアジア向け

輸出であり、世界的な半導体需要の一服により情報関連財を中心に減少し始め、生産減に直結して

いましたが、令和2年(2020年)には持ち直しに転じることが見込まれており、輸出の下支えも期待

されるとしています。 

また、もう一つの背景として、外需の影響を受けにくい非製造業の堅調さが企業収益や雇用・所

得環境といった日本経済の基礎的条件を支えていたことも指摘されています。雇用・所得環境の改

善が個人消費を支え、個人消費の底堅さが非製造業や内需向けの製造業の生産を支えるという、自

律的な経済の好循環が機能している面がうかがえますが、こうした循環が今後も持続するかどうか

を注視する必要があるとしています。 

このほか、外需の弱さは、輸出の減少を通じて生産を減少させるとともに、企業収益を悪化させ、

設備投資の下押し要因となり得ますが、設備投資は増勢を維持しており、生産能力増強を目的とす

る投資ではなく、人手不足が進む中で、合理化・省力化を目的とするソフトウェア投資の伸長が寄

与していると考えられています。このことは、高い成長期待の下で増加させていることも考えられ

ることから、世界経済の減速に起因する輸出、生産、収益の下押しが、設備投資を下押しすること

がないかどうかを注意していく必要があるとしています。 

 

 なお、令和2年(2020年)に入ってから、新型コロナウイルス感染症の拡大が続いており、経済活

動にも影響が出てきていることから、海外経済に対するのと同様、今後の動向には十分に注視して

いく必要があります。 
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内閣府、2019 
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18



 18 

2 日本経済の見通し 

 日本経済は、平成24年(2012年)12月から緩やかな回復を続けています。内閣府が令和2年(2020

年)1月に公表した「日本経済2019-2020」によると、平成30年(2018年)に始まった世界経済の減

速が令和元年(2019年)を通じて日本経済の下押し要因となっており、外需の弱さが長期化して製造

業の生産・収益・投資の下振れが起こっている一方で、持ち直しを続ける内需の強さが外需の弱さ

を上回っていることから、内需を中心に緩やかに回復しているとしています。 

この背景として、一つには、輸出の影響を受けやすい製造業の生産減少ペースが緩やかなものに

とどまっていることから、外需の減少ペースが景気を一気に冷え込ませるような急激なものではな

かったということが指摘されています。なお、輸出全体の弱さの基調を生み出したのがアジア向け

輸出であり、世界的な半導体需要の一服により情報関連財を中心に減少し始め、生産減に直結して

いましたが、令和2年(2020年)には持ち直しに転じることが見込まれており、輸出の下支えも期待

されるとしています。 

また、もう一つの背景として、外需の影響を受けにくい非製造業の堅調さが企業収益や雇用・所

得環境といった日本経済の基礎的条件を支えていたことも指摘されています。雇用・所得環境の改

善が個人消費を支え、個人消費の底堅さが非製造業や内需向けの製造業の生産を支えるという、自

律的な経済の好循環が機能している面がうかがえますが、こうした循環が今後も持続するかどうか

を注視する必要があるとしています。 

このほか、外需の弱さは、輸出の減少を通じて生産を減少させるとともに、企業収益を悪化させ、

設備投資の下押し要因となり得ますが、設備投資は増勢を維持しており、生産能力増強を目的とす

る投資ではなく、人手不足が進む中で、合理化・省力化を目的とするソフトウェア投資の伸長が寄

与していると考えられています。このことは、高い成長期待の下で増加させていることも考えられ

ることから、世界経済の減速に起因する輸出、生産、収益の下押しが、設備投資を下押しすること

がないかどうかを注意していく必要があるとしています。 

 

 なお、令和2年(2020年)に入ってから、新型コロナウイルス感染症の拡大が続いており、経済活

動にも影響が出てきていることから、海外経済に対するのと同様、今後の動向には十分に注視して

いく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<参考文献> 

『世界経済見通し(ＷＥＯ)』国際通貨基金、2020 

『世界経済の潮流 2019年Ⅰ(令和元年7月26日)－米中貿易摩擦の継続と不確実性の高まり－』

内閣府、2019 

『日本経済2019-2020－人口減少時代の継続的な成長に向けて－』内閣府、2020 

『経済・物価情勢の展望(2019年7月、10月、2020年1月)』日本銀行、2019-2020 

 19 

 

 

 

1 最近の本県経済の動向 

(1) 概況 

最近の本県経済をみると、製造業の生産動向は、平成28 年(2016 年)以降は時期による変動が大

きくなったものの、令和元年(2019年)は、概ね100から110を中心に推移しています。 (図2-1-1)(35

ページ「鉱工業生産指数」参照) 

 雇用情勢については、有効求人倍率が順調に上昇を続けており、平成28年(2016年)3月には昭和

38年(1963年)の統計開始以降初めて1倍を超え、平成30年(2018年)11月には統計開始以降最高の

1.33倍を記録しました。令和元年(2019年)は、やや下降するも、引き続き1倍以上の高水準を維持

しています。(図2-1-2)(45ページ「求人・求職の動向」参照)  
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図2-1-1 鉱工業生産指数(季節調整値)の推移
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-1-2 有効求人倍率（季節調整値）の推移

青森県 全国

 

  

消費動向については、百貨店・スーパー販売額(全店舗ベース)は、スーパーが概ね堅調に推移し

ていますが、百貨店が減少を続けていることから、全体として減少傾向にあり、令和元年(2019年)

は前年比0.5％減となっています。(図2-1-3)(66ページ「百貨店・スーパー販売額の動向」参照) 

 また、乗用車新車登録・届出台数は、平成26年(2014年)4月に実施された消費税率引き上げの影

響が長引いたことから、平成27年(2015年)から2年連続で前年を下回り、平成29年(2017年)は新

税制によるエコカー減税効果で前年を上回りましたが、平成30 年(2018 年)に再び減少に転じてお

り、令和元年(2019年)も前年比1.8％減となっています。(図2-1-4)(71ページ「乗用車新車登録・

届出台数」参照) 

第２章  最近の本県経済の動向 

第１節 総体的な動向 
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0.2 125.6  ( 2-1-5) 

※平成27年7月分から家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターとの重複是正を行った

ため、平成27年6月分以前の月間販売額などとの間に不連続が生じている。したがって、平成

27年6月分以前の月間販売額などにリンク係数を乗じたものが平成27年7月分以降と接続す

る。
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次に、本県が四半期に1回実施している青森県景気ウォッチャー調査をみると、景気の現状判断

ＤＩは、東日本大震災の影響により、平成23年(2011年)4月期に14.6まで下落した後、同年7月

期には景気の横ばいを示す50を上回る54.2まで急上昇しましたが、景気が低迷する中、50前後に

落ち込んだままでしばらく推移しました。政府の経済対策などにより平成25年(2013年)4月期に過

去最高の57.8となり、しばらく50を上回っていましたが、消費税率引き上げ後の平成26年(2014

年)4月期以降は、駆け込み需要の反動減や、増税による買い控え、また、景気停滞の懸念などから、

50を下回ることが多くなりました。令和元年(2019年)も、改元による祝賀ムードの高揚や大型連休、

消費税率引き上げ前の駆け込み需要等のプラス面があった一方で、駆け込み需要の反動減などのマ

イナス面により、50を下回っており、同年10月期は40.2まで下落しました。(図2-1-6) 

 

34.3

46.2

14.6

54.2
57.8

40.2

0

50

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

資料）県統計分析課「青森県景気ウォッチャー調査」

図2-1-6 景気現状判断ＤＩの推移（青森県）

家計関連 企業関連 雇用関連 現状判断DI

※ 「家計関連」は、卸・小売業、飲食店、宿泊業、タクシー等の運輸業、サービス業等の業種のこと。

「企業関連」は、製造業、建設業、広告・デザイン等の業種のこと。

「雇用関連」は、人材派遣、新聞社求人広告等の業種のこと。
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（％ポイント） 図2-1-7 企業の業況判断ＤＩの推移（青森県）
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非製造業

資料）日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査」  
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（％ポイント） 図2-1-7 企業の業況判断ＤＩの推移（青森県）

全産業

製造業

非製造業

資料）日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査」  

 

 

 

 

 

 

 

  

2 各機関の景況判断 

＜平成30年(2018年)＞ 

内閣府 日本銀行 日本銀行青森支店 青森財務事務所 青森銀行 青森県

公表月 「月例経済報告」 「経済・物価情勢の展望」 「県内金融経済概況」
「県内経済情勢報告」

（四半期毎）
「最近の景気動向」 「青森県経済統計報告」

H30.1
景気は、緩やかに回復して
いる。

わが国の景気は、所得から
支出への前向きの循環メカ
ニズムが働くもとで、緩や
かに拡大している。海外経
済は、総じてみれば緩やか
な成長が続いている。そう
したもとで、輸出は増加基
調にある。

－
県内経済は、緩やかに持ち
直している。

最近の県内経済は、緩やか
に回復している。

本県経済は、緩やかに回復
している。

H30.2 ▽ －
県内の景気は、緩やかに回
復している。

－ ▽ ▽

H30.3 ▽

わが国の景気は、所得から
支出への前向きの循環メカ
ニズムが働くもとで、緩や
かに拡大している。海外経
済は、総じてみれば着実な
成長が続いている。そうし
たもとで、輸出は増加基調
にある。

▽ － ▽ ▽

H30.4 ▽ ▽ ▽
県内経済は、緩やかに持ち
直している。

▽ ▽

H30.5 ▽ － ▽ － ▽ ▽

H30.6 ▽

わが国の景気は、所得から
支出への前向きの循環メカ
ニズムが働くもとで、緩や
かに拡大している。海外経
済は、総じてみれば着実な
成長が続いている。そうし
たもとで、輸出は増加基調
にある。

▽ － ▽ ▽

H30.7 ▽ ▽ ▽
県内経済は、緩やかに持ち
直している。

▽ ▽

H30.8 ▽ － － － ▽ ▽

H30.9 ▽

わが国の景気は、所得から
支出への前向きの循環メカ
ニズムが働くもとで、緩や
かに拡大している。海外経
済は、総じてみれば着実な
成長が続いている。そうし
たもとで、輸出は増加基調
にある。

県内の景気は、緩やかに回
復している。

－ ▽ ▽

H30.10 ▽ ▽ ▽
県内経済は、緩やかに持ち
直している。

▽ ▽

H30.11 ▽ － ▽ － ▽ ▽

H30.12 ▽

わが国の景気は、所得から
支出への前向きの循環メカ
ニズムが働くもとで、緩や
かに拡大している。海外経
済は、総じてみれば着実な
成長が続いている。そうし
たもとで、輸出は増加基調
にある。

▽ － ▽ ▽

※「▽」は前回と同じ

機関名
全国 県内
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＜平成31年・令和元年(2019年)＞ 

内閣府 日本銀行 日本銀行青森支店 青森財務事務所 青森銀行 青森県

公表月 「月例経済報告」 「経済・物価情勢の展望」 「県内金融経済概況」
「県内経済情勢報告」

（四半期毎）
「最近の景気動向」 「青森県経済統計報告」

H31.1
景気は、緩やかに回復し
ている。

わが国の景気は、所得から支出への
前向きの循環メカニズムが働くもと
で、緩やかに拡大している。海外経
済は、総じてみれば着実な成長が続
いている。そうしたもとで、輸出は
増加基調にある。

－
県内経済は、緩やかに
持ち直している。

最近の県内経済は、緩
やかに回復している。

本県経済は、緩やかに回復
している。

H31.2 ▽ －
県内の景気は、緩やか
に回復している。

－ ▽ ▽

H31.3

景気は、このところ輸出
や生産の一部に弱さもみ
られるが、緩やかに回復
している。

わが国の景気は、輸出・生産面に海
外経済の減速の影響がみられるもの
の、所得から支出への前向きの循環
メカニズムが働くもとで、緩やかに
拡大している。海外経済は、減速の
動きがみられるが、総じてみれば緩
やかに成長している。そうしたもと
で、輸出は、足もとでは弱めの動き
となっている。

▽ －

最近の県内経済は、一
部に弱い動きがみられ
るが緩やかな回復を維
持。

本県経済は、緩やかに回復
している。ただし、生産や
消費の動向については、引
き続き注視していく必要が
ある。

H31.4 ▽

わが国の景気は、輸出・生産面に海
外経済の減速の影響がみられるもの
の、所得から支出への前向きの循環
メカニズムが働くもとで、緩やかに
拡大している。海外経済は、減速の
動きがみられるが、総じてみれば緩
やかに成長している。そうしたもと
で、輸出や鉱工業生産は、足もとで
は弱めの動きとなっている。

県内の景気は、回復の
動きが一服しつつあ
る。

県内経済は、緩やかに
持ち直している。

▽ ▽

R1.5
景気は、輸出や生産の弱
さが続いているものの、
緩やかに回復している。

－ ▽ － ▽

本県経済は、このところ生
産の一部に弱さもみられる
が、緩やかに回復してい
る。

R1.6
景気は、輸出を中心に弱
さが続いているものの、
緩やかに回復している。

わが国の景気は、輸出・生産面に海
外経済の減速の影響がみられるもの
の、所得から支出への前向きの循環
メカニズムが働くもとで、基調とし
ては緩やかに拡大している。海外経
済は、減速の動きがみられるが、総
じてみれば緩やかに成長している。
そうしたもとで、輸出や鉱工業生産
は、弱めの動きとなっている。

県内の景気は、緩やか
な回復基調にある。

－
最近の県内経済は、緩
やかな回復基調に戻り
つつある。

▽

R1.7 ▽

わが国の景気は、輸出・生産や企業
マインド面に海外経済の減速の影響
がみられるものの、所得から支出へ
の前向きの循環メカニズムが働くも
とで、基調としては緩やかに拡大し
ている。海外経済は、減速の動きが
みられるが、総じてみれば緩やかに
成長している。そうしたもとで、輸
出は弱めの動きとなっている。

▽
県内経済は、緩やかに
持ち直している。

最近の県内経済は、緩
やかな回復基調にあ
る。

本県経済は、緩やかに回復
している。

R1.8 ▽ － － － ▽ ▽

R1.9 ▽

わが国の景気は、輸出・生産や企業
マインド面に海外経済の減速の影響
がみられるものの、所得から支出へ
の前向きの循環メカニズムが働くも
とで、基調としては緩やかに拡大し
ている。海外経済は、減速の動きが
続いているが、総じてみれば緩やか
に成長している。そうしたもとで、
輸出は弱めの動きとなっている。

県内の景気は、緩やか
な回復基調にある。

－ ▽ ▽

R1.10

景気は、輸出を中心に弱
さが長引いているもの
の、緩やかに回復してい
る。

わが国の景気は、輸出・生産や企業
マインド面に海外経済の減速の影響
がみられるものの、所得から支出へ
の前向きの循環メカニズムが働くも
とで、基調としては緩やかに拡大し
ている。海外経済は、減速の動きが
続いているが、総じてみれば緩やか
に成長している。そうしたもとで、
輸出は弱めの動きが続いている。

県内の景気は、一部に
弱めの動きがみられる
が、緩やかな回復基調
にある。

県内経済は、緩やかに
持ち直している。

▽ ▽

R1.11 ▽ － ▽ － ▽ ▽

R1.12

景気は、輸出が引き続き
弱含むなかで、製造業を
中心に弱さが一段と増し
ているものの、緩やかに
回復している。

わが国の景気は、海外経済の減速や
自然災害などの影響から輸出・生産
や企業マインド面に弱めの動きがみ
られるものの、所得から支出への前
向きの循環メカニズムが働くもと
で、基調としては緩やかに拡大して
いる。海外経済は、減速の動きが続
いているが、総じてみれば緩やかに
成長している。そうしたもとで、輸
出は弱めの動きが続いている。

▽ － ▽ ▽

※「▽」は前回と同じ

機関名
全国 県内
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＜平成31年・令和元年(2019年)＞ 

内閣府 日本銀行 日本銀行青森支店 青森財務事務所 青森銀行 青森県

公表月 「月例経済報告」 「経済・物価情勢の展望」 「県内金融経済概況」
「県内経済情勢報告」

（四半期毎）
「最近の景気動向」 「青森県経済統計報告」

H31.1
景気は、緩やかに回復し
ている。

わが国の景気は、所得から支出への
前向きの循環メカニズムが働くもと
で、緩やかに拡大している。海外経
済は、総じてみれば着実な成長が続
いている。そうしたもとで、輸出は
増加基調にある。

－
県内経済は、緩やかに
持ち直している。

最近の県内経済は、緩
やかに回復している。

本県経済は、緩やかに回復
している。

H31.2 ▽ －
県内の景気は、緩やか
に回復している。

－ ▽ ▽

H31.3

景気は、このところ輸出
や生産の一部に弱さもみ
られるが、緩やかに回復
している。

わが国の景気は、輸出・生産面に海
外経済の減速の影響がみられるもの
の、所得から支出への前向きの循環
メカニズムが働くもとで、緩やかに
拡大している。海外経済は、減速の
動きがみられるが、総じてみれば緩
やかに成長している。そうしたもと
で、輸出は、足もとでは弱めの動き
となっている。

▽ －

最近の県内経済は、一
部に弱い動きがみられ
るが緩やかな回復を維
持。

本県経済は、緩やかに回復
している。ただし、生産や
消費の動向については、引
き続き注視していく必要が
ある。

H31.4 ▽

わが国の景気は、輸出・生産面に海
外経済の減速の影響がみられるもの
の、所得から支出への前向きの循環
メカニズムが働くもとで、緩やかに
拡大している。海外経済は、減速の
動きがみられるが、総じてみれば緩
やかに成長している。そうしたもと
で、輸出や鉱工業生産は、足もとで
は弱めの動きとなっている。

県内の景気は、回復の
動きが一服しつつあ
る。

県内経済は、緩やかに
持ち直している。

▽ ▽

R1.5
景気は、輸出や生産の弱
さが続いているものの、
緩やかに回復している。

－ ▽ － ▽

本県経済は、このところ生
産の一部に弱さもみられる
が、緩やかに回復してい
る。

R1.6
景気は、輸出を中心に弱
さが続いているものの、
緩やかに回復している。

わが国の景気は、輸出・生産面に海
外経済の減速の影響がみられるもの
の、所得から支出への前向きの循環
メカニズムが働くもとで、基調とし
ては緩やかに拡大している。海外経
済は、減速の動きがみられるが、総
じてみれば緩やかに成長している。
そうしたもとで、輸出や鉱工業生産
は、弱めの動きとなっている。

県内の景気は、緩やか
な回復基調にある。

－
最近の県内経済は、緩
やかな回復基調に戻り
つつある。

▽

R1.7 ▽

わが国の景気は、輸出・生産や企業
マインド面に海外経済の減速の影響
がみられるものの、所得から支出へ
の前向きの循環メカニズムが働くも
とで、基調としては緩やかに拡大し
ている。海外経済は、減速の動きが
みられるが、総じてみれば緩やかに
成長している。そうしたもとで、輸
出は弱めの動きとなっている。

▽
県内経済は、緩やかに
持ち直している。

最近の県内経済は、緩
やかな回復基調にあ
る。

本県経済は、緩やかに回復
している。

R1.8 ▽ － － － ▽ ▽

R1.9 ▽

わが国の景気は、輸出・生産や企業
マインド面に海外経済の減速の影響
がみられるものの、所得から支出へ
の前向きの循環メカニズムが働くも
とで、基調としては緩やかに拡大し
ている。海外経済は、減速の動きが
続いているが、総じてみれば緩やか
に成長している。そうしたもとで、
輸出は弱めの動きとなっている。

県内の景気は、緩やか
な回復基調にある。

－ ▽ ▽

R1.10

景気は、輸出を中心に弱
さが長引いているもの
の、緩やかに回復してい
る。

わが国の景気は、輸出・生産や企業
マインド面に海外経済の減速の影響
がみられるものの、所得から支出へ
の前向きの循環メカニズムが働くも
とで、基調としては緩やかに拡大し
ている。海外経済は、減速の動きが
続いているが、総じてみれば緩やか
に成長している。そうしたもとで、
輸出は弱めの動きが続いている。

県内の景気は、一部に
弱めの動きがみられる
が、緩やかな回復基調
にある。

県内経済は、緩やかに
持ち直している。

▽ ▽

R1.11 ▽ － ▽ － ▽ ▽

R1.12

景気は、輸出が引き続き
弱含むなかで、製造業を
中心に弱さが一段と増し
ているものの、緩やかに
回復している。

わが国の景気は、海外経済の減速や
自然災害などの影響から輸出・生産
や企業マインド面に弱めの動きがみ
られるものの、所得から支出への前
向きの循環メカニズムが働くもと
で、基調としては緩やかに拡大して
いる。海外経済は、減速の動きが続
いているが、総じてみれば緩やかに
成長している。そうしたもとで、輸
出は弱めの動きが続いている。

▽ － ▽ ▽

※「▽」は前回と同じ

機関名
全国 県内

 

  

3 県民経済計算からみた本県経済 

(1) 平成28年度(2016年度)の本県経済 

1

(2019 )8

28  

28 (2016 ) 6 4 5,803 4

4,674 0.7 0.1 3

2 ( 2-1-8) 

 

図2-1-8　経済成長率の推移（青森県・全国）  
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2,331
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 2

1 1,107 27 (2015 ) 3.8  

 3 3 2,586

27 (2015 ) 0.8 ( 2-1-1) 

 

 

 

 
6  …

 

資料) 県統計分析課「平成 28年度県民経済計算」、内閣府「平成 29年度国民経済計算」 
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図2-1-13 産業別特化係数（平成28年度）

資料）県統計分析課「平成28年度県民経済計算」、内閣府「平成29年度国民経済計算」  
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図2-1-14 産出額と付加価値の対全国平均からみた比較優位産業

資料）県統計分析課「平成28年度県民経済計算」、内閣府「平成29年度国民経済計算年報」
※産出額指数＝県産出額÷（国産出額÷47） 付加価値率指数＝（県総生産÷県産出額）÷（国総生産÷国産出額）

※一次金属は、

産出額指数 ：0.63

付加価値率指数 ：2.92
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1  生産の動向 
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資料）県統計分析課「平成28年度県民経済計算」

図2-2-1 製造業産出額の推移

製造業産出額（左目盛）
経済活動全体に占める割合（右目盛）
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資料）経済産業省「2019年工業統計速報 統計表」

図2-2-3 東北各県の製造品出荷額等

製造品出荷額等（左目盛）
対前年比増減率（右目盛）

 

 

 

第２節 主な経済分野の動向 

 

資料）経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」  

 

資料）経済産業省「2019年工業統計速報 統計表」  

図 2-2-2 市町村別製造品出荷額等 

図 2-2-4 都道府県別製造品出荷額等 
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資料）経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」  
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図 2-2-2 市町村別製造品出荷額等 

図 2-2-4 都道府県別製造品出荷額等 

  

① 工業統計(従業者が4人以上の事業所) 

1) 事業所数 
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2) 事業所規模 
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資料）経済産業省「平成30年工業統計調査 産業別統計表」

図2-2-7 主要業種の事業所規模比較(青森県)
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資料）経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

※小規模事業所は「粗付加価値額」を「付加価値額」として算出

図2-2-8 全国との事業所規模比較
小規模事業所

(4～29人)

中規模事業所

(30～299人)
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資料）経済産業省「工業統計調査 地域別統計表」

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査 産業別集計(製造業)」

図2-2-5 製造業の事業所数と従業者数の推移
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資料)経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

総務省「平成30年10月1日現在推計人口」

図2-2-6 都道府県別事業所数(下位10県)

事業所数（左目盛）
人口千人当たり事業所数（右目盛）
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3) 業種構成 
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資料)経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

図2-2-9 業種別の事業所数（構成比）
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資料)経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

図2-2-10 業種別の従業者数（構成比）

食料品 電子部品 繊維 業務用機械 非鉄金属 電気機械 金属製品 輸送用機械 生産用機械 その他
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資料)経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

図2-2-11 業種別の製造品出荷額等（構成比）

食料品 電子部品 非鉄金属 業務用機械 飲料・飼料 パルプ・紙 鉄鋼 輸送用機械 化学 その他
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資料)経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

図2-2-12 業種別の付加価値額（構成比）

非鉄金属 食料品 電子部品 業務用機械 パルプ・紙 輸送用機械 電気機械 化学 鉄鋼 その他
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3) 業種構成 
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図2-2-12 業種別の付加価値額（構成比）

非鉄金属 食料品 電子部品 業務用機械 パルプ・紙 輸送用機械 電気機械 化学 鉄鋼 その他
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4) 労働生産性 

 本県の労働生産性(従業者1人当たりの製造品出荷額等)は、全国の70％程度の水準で推移してい

ましたが、平成29年(2017年)は、電子部品、飲料・飼料など13業種で増加し、非鉄金属、輸送用

機械など11業種で減少した結果、全国比は前年に比べ上昇し、81％の水準となりました。業種別で

は、全国の水準を下回っている業種がほとんどですが、非鉄金属、電子部品など4業種で全国を上

回る水準にあります。(図2-2-13、14)  
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資料）経済産業省「工業統計調査 地域別統計表」

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査 産業別集計(製造業)」

図2-2-13 労働生産性の推移（製造業計）

従業者１人当たり製造品出荷額等（左目盛）
全国に対する水準（右目盛）

 

非鉄金属

パルプ・紙

電子部品

食料品
業務用機械

鉄鋼
輸送用機械

飲料・飼料

電気機械

石油・石炭

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

資料)経済産業省「平成30年工業統計調査 地域別統計表」

図2-2-14 労働生産性の対全国比(％)

(万円)
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(万円)

 

 

② 鉱工業生産指数等 

1) 鉱工業生産指数(季節調整済指数)の推移 

 鉱工業生産指数は、鉱工業全体の生産活動の水準や推移を示すもので、国・県が毎月公表してい

ます。平成 25 年（2013 年）以降の本県の鉱工業生産指数(平成 22 年(2010 年)＝100)は、平成 26

年（2014年）第2四半期に103.9と前期の109.8から大きく低下したものの、105を超える水準で

増減を繰り返し、平成28年（2016年）第2四半期に110.4となって以降は、同年第4四半期の114.1

をピークに、110前後の高い水準で推移しています。 (図2-2-15) 
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図2-2-15 鉱工業生産指数（季節調整済指数）の推移

資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」 ※平成3１(令和元）年は速報値

（青森県：平成22年=100、東北・全国：平成27年=100）
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2) 鉱工業生産指数寄与度(原指数)の推移 
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資料）県統計分析課「青森県鉱工業生産指数」
※ 寄与度は原指数（平成22年=100）の前年同期比、平成３１(令和元）年は速報値

図2-2-16 鉱工業生産指数寄与度の推移（青森県）
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資料）経済産業省「鉱工業指数」 ※ 寄与度は原指数（平成27年=100）の前年同期比

図2-2-17 鉱工業生産指数寄与度の推移（全国）
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資料）経済産業省「鉱工業指数」 ※ 寄与度は原指数（平成27年=100）の前年同期比

図2-2-17 鉱工業生産指数寄与度の推移（全国）

 

                           

  

 

 

 

 

 

  

(2) 農林水産業の動向 
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資料）県統計分析課「平成28年度青森県県民経済計算」

図2-2-18  農林水産業産出額の推移
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図2-2-20 農業経営体数の推移
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図2-2-21 農業就業人口（販売農家）の推移
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図2-2-22 水稲の収穫量・作付面積の推移
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資料）農林水産省「野菜生産出荷統計」

図2-2-23 野菜の収穫量・作付面積の推移
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図2-2-23 野菜の収穫量・作付面積の推移
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は、国内需要の低迷を受けての生産規模の縮小、生産者の高齢化、家族労働力の減少、野菜への作

付転換などが考えられます。(図2-2-24) 

平成30年(2018年)産りんごは、栽培面積が前年産比100ha減の2万600haと、収穫量が前年産

を2万9,600トン上回る44万5,500トンとなりました。収穫量については、全国(平成30年(2018

年)：75万6,100トン)の約58.9％を占めています。なお、令和元年(2019 年)産については、作付

面積が前年産比100ha減の2万500haと、予想収穫量が前年産を1万トン下回る43万5,500トンと

なっています。(図2-2-25) 

栽培面積、収穫量とも全国トップとなっているりんごですが、栽培面積は減少傾向にあり、その

要因としては、果実消費の低迷や輸入果実等との競合など、りんごを取り巻く環境が厳しくなって

いることに加え、高齢化の進行に伴う労働力不足などが考えられます。 
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資料)県農産園芸課「花き産地生産出荷等調査」

生産数量（左目盛） 作付面積（右目盛）

図2-2-24  花きの生産数量・作付面積の推移
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資料)収穫量は農林水産省「園芸作物統計」

予想収穫量、栽培面積は県りんご果樹課調べ

収穫量（左目盛） 栽培面積（右目盛）

図2-2-25  りんごの収穫量・栽培面積の推移
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次に、流通状況をみると、販売数量は、生育が良好で大玉傾向だったことから、前年産比10％増

の40万6,111トンとなりました。また、販売金額は、台風によるキズ果等が多く出回った平成31

年(2019年)1月～3月は安値で推移しましたが、出荷業者による徹底した品質管理等により、同年4

月以降は価格が上昇し、前年産を約7億円上回る1,008億円となり、5年連続で1,000億円を超え

ました。(図2-2-26) 

 産地価格は、平成30年(2018年)11月までは入荷量が平年に比べて少なく、大玉傾向だったこと

もあり、平年を上回る高値で推移しましたが、同年12月以降は台風によるキズ果等が多くなったこ

とや競合果実の入荷量が増えたことから、全般に安値基調となりました。このため、累計平均価格

は、前年並みの1kg当たり215円となり、平年(5か年中庸3か年平均)対比で105％となりました。 

 また、消費地市場価格は、平成30年(2018年)12月までの消費地市場への出荷量が前年よりやや

少なかったほか、ギフト需要の上位等級品の引き合いが強かったことから高値で取引されたものの、

台風によるキズ果等の割合が多かったこともあり、1 月以降は前年より安値で推移しました。この

ため、累計平均価格は、1kg当たり310円となり、前年に比べ7％の減少となりました。(図2-2-27) 
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図2-2-26  本県産りんごの販売金額と販売数量
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図2-2-27 本県産りんごの価格推移
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② 畜産の動向 
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図2-2-28 畜産産出額の推移
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 ③ 林業の動向 
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資料）県りんご果樹課調べ

図2-2-27 本県産りんごの価格推移
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② 畜産の動向 
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資料）農林水産省「生産農業所得統計」

図2-2-28 畜産産出額の推移
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資料)農林水産省「畜産統計」
※各年2月1日時点の数値。ブロイラーはH22～24年で都道府県別調査休止

H22、27年は農林業センサス実施年のため、一部調査は休止  
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資料）農林水産省「林業産出額」、「木材統計調査」

図2-2-30  素材生産量・林業産出額の推移
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④ 水産業の動向 
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資料）農林水産省「漁業産出額」

図2-2-32  海面漁業・養殖業生産額（属人）
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資料）農林水産省「漁業・養殖業生産統計」

図2-2-34  漁業生産量の推移（属人）
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資料）農林水産省「漁業センサス」

図2-2-35  漁業経営体数等の推移
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30 (2018 ) 224

22.3 51.7

47.7 0.5

( 2-2-36-4 5) 

30 33,194 6.3 136

( 2-2-36-6) 

 

43



  

62 
79 74 

55 69 62 63 
86 76 

98 
140 

103 107 
5 

6 9 

3 
17 

6 2 

21 28 
3 

1 

2 1 
59 

71 68 

52 

65 
70 

37 

69 80 97 

100 

79 116 

14.1 
24.3 

-3.2 

-27.1 

37.4 

-8.9 

-25.9 

71.4 

5.0 7.2 

22.1 

-24.0 

22.3 

-100

-50

0

50

100

0

50

100

150

200

250

300

350

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年

図2-2-36-4 農林水産品輸出額の推移

農産品（左目盛） 林産品（左目盛） 水産品（左目盛） 前年比（右目盛）

資料）JETRO「青森県の貿易」

（億円） （％）

※平成27年値から林産物の定義が変更となった。

51.7%47.7%

0.5%

47.4%

1.4%
0.5%

2.5%

18.3%

8.8%

7.8%

0.8%

12.0%
0.5%

図2-2-36-5 農林水産品輸出額の内訳

りんご

りんごジュース

ながいも

その他農産品

ほたて

なまこ

魚（生鮮、冷蔵、冷凍）

いか

その他水産品

木材及びその製品

平成30年

輸 出 額

224億円

農産品水産品

林産品

資料）JETRO「青森県の貿易」  

   

23,398 

25,497 

22,256 
23,867 

17,940 

9,867 

14,898 

19,886 

30,115 

36,304 

27,558 

33,150 
33,194 

73 
79 

60 66 
57 

43 
51 

76 

110 

143 

112 

128 
136 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年産

図2-2-36-6 りんごの輸出量・輸出額

輸出量（左目盛） 輸出額（右目盛）

(トン)

資料)財務省「貿易統計」

※年産とは当該年の9月から翌年の8月までである。

(億円)

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44



  

62 
79 74 

55 69 62 63 
86 76 

98 
140 

103 107 
5 

6 9 

3 
17 

6 2 

21 28 
3 

1 

2 1 
59 

71 68 

52 

65 
70 

37 

69 80 97 

100 

79 116 

14.1 
24.3 

-3.2 

-27.1 

37.4 

-8.9 

-25.9 

71.4 

5.0 7.2 

22.1 

-24.0 

22.3 

-100

-50

0

50

100

0

50

100

150

200

250

300

350

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年

図2-2-36-4 農林水産品輸出額の推移

農産品（左目盛） 林産品（左目盛） 水産品（左目盛） 前年比（右目盛）

資料）JETRO「青森県の貿易」

（億円） （％）

※平成27年値から林産物の定義が変更となった。

51.7%47.7%

0.5%

47.4%

1.4%
0.5%

2.5%

18.3%

8.8%

7.8%

0.8%

12.0%
0.5%

図2-2-36-5 農林水産品輸出額の内訳

りんご

りんごジュース

ながいも

その他農産品

ほたて

なまこ

魚（生鮮、冷蔵、冷凍）

いか

その他水産品

木材及びその製品

平成30年

輸 出 額

224億円

農産品水産品

林産品

資料）JETRO「青森県の貿易」  

   

23,398 

25,497 

22,256 
23,867 

17,940 

9,867 

14,898 

19,886 

30,115 

36,304 

27,558 

33,150 
33,194 

73 
79 

60 66 
57 

43 
51 

76 

110 

143 

112 

128 
136 

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年産

図2-2-36-6 りんごの輸出量・輸出額

輸出量（左目盛） 輸出額（右目盛）

(トン)

資料)財務省「貿易統計」

※年産とは当該年の9月から翌年の8月までである。

(億円)

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 雇用情勢 

(1) 求人・求職の動向 

①  有効求人倍率の推移 
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」

図2-2-37 有効求人倍率（季節調整値）の推移

全国

青森県

東北

 

 

②  新規求人数・新規求職申込件数の推移 

19 (2007 ) 21 (2009

) 21 (2009 )4 6 50 6,373 10

12 5,696

45



  

 

27 (2015 )4 6

1 29 (2017 )7 9 1 1,633

1

(2019 ) 10 12 1 511 ( 2-2-38-1) 

20 (2008 )4 6 21 (2009 )1

3

682,423 12,383 4 6

24 (2012 )1 3 1 (2019 )10 12

5,912  ( 2-2-38-2) 

837

506

958

8,110

5,696

10,236

11,633

10,511

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

（人）（千人）

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」※季節調整値、四半期平均

図2-2-38-1 新規求人数の推移
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」※季節調整値、四半期平均

図2-2-38-2 新規求職申込件数の推移

全国（左目盛） 青森県（右目盛）

 

 

③  新規求人数の産業別の推移 
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図2-2-38-2 新規求職申込件数の推移
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③  新規求人数の産業別の推移 
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」 ※前年同期比

図2-2-39-1 新規求人数の産業別内訳（全国）

建設業 製造業

情報通信業 運輸・郵便業
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」

図2-2-39-2 新規求人数の産業別内訳（青森県）
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※前年同期比。端数処理の関係で、産業計と内訳の合計が一致しない場合がある。
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資料）県商工労働部「誘致企業概況調査」 ※H31年3月31日現在
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資料）厚生労働省「職業安定業務統計」

図2-2-39-2 新規求人数の産業別内訳（青森県）
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資料）県商工労働部「誘致企業概況調査」 ※H31年3月31日現在
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資料）青森労働局「労働市場年報」 ※充足率＝充足数／新規求人数×100

 

 

⑤ 雇用人員判断ＤＩの推移 
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図2-2-42 雇用人員判断DIの推移
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青森（非製造業）
全国（全産業）
東北（全産業）

（「過剰」－「不足」・％ポイント）

資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、日本銀行仙台支店「全国企業短期経済観測調査結果－東北地区6

県－」、日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」  

 

(2) 新規学校卒業者の就職状況 

①  高等学校卒業者の県内求人倍率の推移 
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（倍） 図2-2-43 高等学校卒業者の県内求人倍率の推移

資料）青森労働局「新規高等学校卒業者職業紹介状況」 ※各年3月卒

※県内求人倍率＝県内求人数/県内就職希望者  

50



  

2019

12 31 32 30

( 2-2-42) 

1 

14 

-30 

1 

27 

-20 

0 

8 

-36 

-12

23

-31

-1 

24 

-32 

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

図2-2-42 雇用人員判断DIの推移

青森（全産業）
青森（製造業）
青森（非製造業）
全国（全産業）
東北（全産業）

（「過剰」－「不足」・％ポイント）

資料）日本銀行「全国企業短期経済観測調査」、日本銀行仙台支店「全国企業短期経済観測調査結果－東北地区6

県－」、日本銀行青森支店「県内企業短期経済観測調査結果」  

 

(2) 新規学校卒業者の就職状況 

①  高等学校卒業者の県内求人倍率の推移 

31 (2019 )3 3.12

( 2-2-41) 

1.34
1.12 1.21 1.15

1.42

1.74

2.01

2.34
2.54

2.75

3.12

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

H21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31年

（倍） 図2-2-43 高等学校卒業者の県内求人倍率の推移

資料）青森労働局「新規高等学校卒業者職業紹介状況」 ※各年3月卒

※県内求人倍率＝県内求人数/県内就職希望者  

  

② 就職状況 

31 (2019 )3 (

) 31.1 3,572 17.6

18 5,173 ( 2-2-44-1) 

( ) 31.2

2 ( 2-2-44-2) 

82.0 2,746  

78.0 44 6,794

4

( 2-2-45-1 2) 

 

就職者

3,572

大学等

進学者

7,506

その他

396

就職者

185,173

大学等

進学者

805,150

その他

60,236

図2-2-44-1 高等学校卒業者の進路

青森県

全国

青森県 卒業者数
11,474人

全国 卒業者数
1,050,559人

資料）文部科学省「令和元年度学校基本調査」

※就職者には大学等進学後の就職者数を含まない。

青森県
全国

31.2

0

5

10

15

20

25

30

35

40

佐

賀

青

森

山

口

秋

田

山

形

福

島

長

崎

岩

手

宮

崎

三

重

鹿
児
島

大

分

熊

本

鳥

取

岐

阜

北
海
道

栃

木

静

岡

島

根

愛

媛

宮

城

岡

山

福

井

徳

島

和
歌
山

石

川

富

山

茨

城

群

馬

愛

知

新

潟

長

野

香

川

滋

賀

高

知

福

岡

沖

縄

山

梨

広

島

兵

庫

埼

玉

千

葉

奈

良

大

阪

神
奈
川

京

都

東

京

（％）

資料）文部科学省「令和元年度学校基本調査」

図2-2-44-2 高等学校卒業者の就職率

※ 就職者には大学等進学後の就職者数を含む。
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資料）文部科学省「令和元年度学校基本調査」

図2-2-45-2 大学卒業者の就職率

※ 就職者には大学進学後の就職者数を含む。
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資料）文部科学省「令和元年度学校基本調査」

図2-2-46-1 高等学校卒業者の県外就職率
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資料)青森労働局「新規大学等卒業予定者職業紹介状況（各年3月末現在）」

図2-2-47 県内大学卒業者の就職内定者数の推移

就職未内定者数（左目盛） 県外就職内定者数（左目盛）

県内就職内定者数（左目盛） 就職内定者に占める県内割合（右目盛）
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資料）県教育委員会「高等学校等卒業者の進路状況」（令和元年5月1日現在）

図2-2-48-1 高等学校卒業者の職業別就職者数(人）
生産工程 サービス 専門・技術 事務 保安 販売 建設・採掘 運搬・清掃 輸送・機械 農林漁業 その他

(H31年3月卒業)
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図2-2-48-1 高等学校卒業者の職業別就職者数(人）
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また、産業別にみると、製造業への就業が862人(全体の24.1％)と最も多く、次いで卸売業・小

売業が437人(同12.2％)、公務が428人(同12.0％)の順となっています。 

これを県内、県外別にみると、県内では、県外就職の場合に比べて製造業、卸売業・小売業への

就業が多いのに対し、県外では、県内就職の場合に比べて宿泊業・飲食サービス業、運輸業・郵便

業への就業が多くなっています。(図2-2-48-2) 
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資料）県教育委員会「高等学校等卒業者の進路状況」（令和元年5月1日現在）

図2-2-48-2 高等学校卒業者の産業別就職者数(人）

製造 卸売・小売 公務 建設 宿泊・飲食サービス その他サービス 医療・福祉 運輸・郵便 生活関連 複合サービス その他

(H31年3月卒業)

 

 

反面、県内就職した新規学卒者の離職状況をみると、平成30年(2018年)3月卒の就職１年後まで

の離職率は、高等学校卒業者が18.3％、短大等卒業者が19.0％、大学等卒業者が15.6％となって

います。就職2年後、3年後は更に高くなり、平成28年(2016年)3月卒の就職3年後までの離職率

は、高等学校卒業者が43.4％、短大等卒業者が43.5％、大学等卒業者が37.0％となっています。

なお、高等学校、短大等、大学等卒業者のいずれも全国平均を上回っています。(表2-2-1) 
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全　国 全　国 全　国

資料)青森労働局「新規学校卒業者の離職状況」

表2-2-1　　新規学校卒業者の離職状況

高等学校 短大等 大学等

平成28年3月卒
（3年後）

平成29年3月卒
（2年後）

平成30年3月卒
（1年後）

平成28年3月卒
（3年後）

平成29年3月卒
（2年後）

平成30年3月卒
（1年後）

平成28年3月卒
（3年後）

平成29年3月卒
（2年後）

平成30年3月卒
（1年後）

43.4 31.6 18.3 43.5 33.9 19.0 37.0 28.3 15.6

39.2 29.4 16.8 42.0 30.9 17.8 32.0 22.9 11.6

 

 

(3) 就業者の産業別内訳 

平成27年(2015年)国勢調査結果から、本県の就業者(625,970人)の産業別構成比をみると、「卸

売業・小売業」の占める割合が15.5％と最も高く、次いで「医療・福祉」が13.4％、「農業・林業・

漁業」が12.0％となっています。 

平成22年(2010年)国勢調査結果(就業者639,584人)と比較すると、「医療・福祉」が1.7ポイン

ト上昇しており、次いで「サービス業(他に分類されないもの)」が0.3ポイントの上昇となってい

ます。一方、「卸売業・小売業」が0.8ポイント低下しており、次いで「農業、林業、漁業」が0.7

ポイントの低下となっています。(図2-2-49) 

また、全国の就業者(58,919,036人）の、産業別構成比をみると、「製造業」の占める割合が16.2％

と最も高く、次いで「卸売業・小売業」が15.3％、「医療・福祉」が11.9％となっています。 

平成22年(2010年)結果(就業者59,611,311人)と比較すると、「医療・福祉」が1.6ポイント上
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昇しており、次いで「サービス業(他に分類されないもの)」が0.3ポイントの上昇となっています。

一方、「卸売業・小売業」が1.2ポイント低下しており、次いで「農業・林業・漁業」、「運輸業・郵

便業」、「宿泊業・飲食サービス業」が0.2ポイントの低下となっています。(図2-2-50) 
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本県の就業者の割合を男女別に平成22年(2010年)と平成27年(2015年)とで比べると、就業者の

構成比が最も上昇した「医療・福祉」では、男性が4.8％から5.7％へと0.9ポイントの上昇、女性

が20.2％から22.4％へと2.2ポイントの上昇となっています。(図2-2-51、52) 

「医療・福祉」における女性の就業者構成比の上昇が、全体に占める「医療・福祉」の就業者構

成比の上昇に関係していると思われます。 
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(4) 労働力人口・失業率の動向 

① 労働力人口の推移 

全国の労働力人口7は、平成24年(2012年)以降増加傾向にあり、平成30年(2018年)は前年比1.6％増

の6,830万人となりました。 

これに対し本県の労働力人口は、平成30 年(2018年)は67万2千人と前年に比べて0.1％増加してい

ますが、平成24年(2012年)以降67万人台で推移しており、全国のような増加傾向にはなく、これは人

                         
7 労働力人口 …15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者の合計。学生、専業主婦、高齢者など非労働力人口

を差し引いた人口。 
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昇しており、次いで「サービス業(他に分類されないもの)」が0.3ポイントの上昇となっています。

一方、「卸売業・小売業」が1.2ポイント低下しており、次いで「農業・林業・漁業」、「運輸業・郵

便業」、「宿泊業・飲食サービス業」が0.2ポイントの低下となっています。(図2-2-50) 
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本県の就業者の割合を男女別に平成22年(2010年)と平成27年(2015年)とで比べると、就業者の

構成比が最も上昇した「医療・福祉」では、男性が4.8％から5.7％へと0.9ポイントの上昇、女性

が20.2％から22.4％へと2.2ポイントの上昇となっています。(図2-2-51、52) 

「医療・福祉」における女性の就業者構成比の上昇が、全体に占める「医療・福祉」の就業者構

成比の上昇に関係していると思われます。 
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(4) 労働力人口・失業率の動向 

① 労働力人口の推移 

全国の労働力人口7は、平成24年(2012年)以降増加傾向にあり、平成30年(2018年)は前年比1.6％増

の6,830万人となりました。 

これに対し本県の労働力人口は、平成30 年(2018年)は67万2千人と前年に比べて0.1％増加してい

ますが、平成24年(2012年)以降67万人台で推移しており、全国のような増加傾向にはなく、これは人

                         
7 労働力人口 …15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者の合計。学生、専業主婦、高齢者など非労働力人口

を差し引いた人口。 
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口の減少や高齢化の進行の影響によるものと考えられます。(図2-2-53) 

なお、速報によると、全国の労働力人口は令和元年(2019年)に6,886万人と増加していますが、本県

においては同年7～9月期平均で68万9千人となり、平成30年(2018年)同期より減少しています。 
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資料）総務省「労働力調査」
※青森県の数値は年平均（モデル推計値）。
労働力調査は、都道府県の標本規模が小さいことから、全国結果に比べ、精度が十分に確保できないことに注意
を要する。

※ベンチマーク人口（毎月の結果を算出するための基礎となる人口）の切替え等に基づき、結果の一部が遡及改定
されている。  

 

② 完全失業率、雇用保険受給者実人員の推移 

完全失業率8は、全国では、平成21年(2009年)には5.1％に達した後、東日本大震災の復興需要

やアベノミクスの効果等により、平成30年(2018年)は2.4％に、令和元年(2019年)速報でも2.4％

にまで低下しています。 

本県の完全失業率は、平成21年(2009年)の6.8％から、平成30年(2018年)は2.8％、令和元年

(2019年)7～9月期平均では2.5％まで低下しています。依然として全国と比べて高い水準にあるも

のの、全国との差は小さくなってきています。(図2-2-54)  

                         
8 完全失業率 …労働力人口のうち、職がなく求職活動をしている者(完全失業者)の割合。 
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資料）総務省「労働力調査」
※青森県の数値は年平均（モデル推計値）。
労働力調査は、都道府県の標本規模が小さいことから、全国結果に比べ、精度が十分に確保できないことに注意
を要する。

※ベンチマーク人口（毎月の結果を算出するための基礎となる人口）の切替え等に基づき、結果の一部が遡及改定
されている。

 
 また、失業情勢と関連する指標として、雇用保険受給者実人員(企業の雇用調整等による離職などによ

って雇用保険の求職者給付を受給している者の人数)をみると、毎年1～2月に増加し、10～11月に減少

する傾向があります。本県では、平成26年(2014年)1月に11,970人でしたが、平成31年(2019年)1

月は8,193人となり、5年間で3,777人、31.6％の減少となっています。 

一方、前年同月比で毎月の動きをみると、上昇と低下を繰り返しながらも増加の兆しがみられ、令和

元年(2019年)7月以降はプラスとなっています。(図2-2-55)  
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（人） （％）図2-2-55 雇用保険受給者実人員の推移

 

 

(5) 賃金・労働時間の動向 

① 現金給与総額の推移 

令和元年(2019年)の本県における事業所規模5人以上の事業所で働いている雇用者1人当たりの月間
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※青森県の数値は年平均（モデル推計値）。
労働力調査は、都道府県の標本規模が小さいことから、全国結果に比べ、精度が十分に確保できないことに注意
を要する。

※ベンチマーク人口（毎月の結果を算出するための基礎となる人口）の切替え等に基づき、結果の一部が遡及改定
されている。
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一方、前年同月比で毎月の動きをみると、上昇と低下を繰り返しながらも増加の兆しがみられ、令和

元年(2019年)7月以降はプラスとなっています。(図2-2-55)  
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（人） （％）図2-2-55 雇用保険受給者実人員の推移
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現金給与総額(基本給を柱とする所定内給与、残業代などの超過労働給与、ボーナスなどの特別給与の合
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も80.5と、前年の79.8より0.7ポイント上昇しました。 

現金給与総額の推移をみると、本県では、リーマンショックにより経済情勢が急激に悪化した平成21

年(2009年)に16千円落ち込んだ後、平成29年(2017年)と令和元年(2019年)を除いて250千円台で推

移しています。(図2-2-56) 
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資料）県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査結果」

図2-2-56 現金給与総額の推移（青森県、全国）
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※ 常用労働者５人以上の事業所対象。数値は年平均月額。  

注）全国の数値については、平成30年11月分確報から、掲載する数値を、従来公表してきた値から、平成24年以降
において東京都の「500人以上規模の事業所」についても復元して再集計した値（再集計値）に変更しており、従
来の公表値とは接続しないことに注意する。  
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102.6と、それぞれ前年の102.9、101.8から上昇しました。 (図2-2-57、58) 
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図2-2-57 賃金指数の推移（全国）
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資料）県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査結果」

図2-2-58 賃金指数の推移（青森県）
現金給与総額 定期給与

※ 常用労働者5人以上の事業所対象

 注）全国の数値については、平成30年11月分確報から、掲載する数値を、従来公表してきた値から、平成24年以降
において東京都の「500人以上規模の事業所」についても復元して再集計した値（再集計値）に変更しており、従
来の公表値とは接続しないことに注意する。  
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② 総実労働時間の推移 

令和元年(2019年)の本県における事業所規模5人以上の事業所で働いている雇用者1人当たりの1カ

月の総実労働時間は150.0時間で、前年の153.9時間より3.9時間減少しましたが、これは所定外労働

時間が前年の10.7時間から9.8時間へ減少したことによるものです。 

総実労働時間の推移を見ると、全国では毎年減少傾向にあるのに対し、本県では、平成20年(2008年)

以降、150時間台で推移しています。(図2-2-59) 
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資料）県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査結果」

図2-2-59 1カ月の総実労働時間の推移

青森県 全国

※ 常用労働者５人以上の事業所対象  

 注）全国の数値については、平成30年11月分確報から、掲載する数値を、従来公表してきた値から、平成24年以降
において東京都の「500人以上規模の事業所」についても復元して再集計した値（再集計値）に変更しており、従
来の公表値とは接続しないことに注意する。
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資料）県統計分析課「毎月勤労統計調査地方調査結果」

図2-2-59 1カ月の総実労働時間の推移

青森県 全国

※ 常用労働者５人以上の事業所対象  

 注）全国の数値については、平成30年11月分確報から、掲載する数値を、従来公表してきた値から、平成24年以降
において東京都の「500人以上規模の事業所」についても復元して再集計した値（再集計値）に変更しており、従
来の公表値とは接続しないことに注意する。

  

3 消費の動向 

(1) 消費者物価の動向 
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（平成27年＝100）
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図2-2-61 消費者物価指数の推移（青森市）
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② 費目別にみた消費者物価指数の推移 
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資料）総務省「消費者物価指数」  
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② 費目別にみた消費者物価指数の推移 
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資料）総務省「消費者物価指数」  

  

総合 食料 住居
光熱・
水道

家具･家
事用品

被服及
び履物

保健
医療

交通・
通信

教育
教養・
娯楽

諸雑費

指数 102.5 104.9 100.6 104.2 102.9 104.0 102.5 98.8 101.7 103.0 101.9
30年比（%） 0.6 0.8 0.7 1.3 2.7 3.0 ▲ 0.1 ▲ 0.7 ▲ 0.9 0.9 ▲ 0.3
寄与度 0.21 0.15 0.14 0.11 0.09 0.00 ▲ 0.09 ▲ 0.02 0.07 ▲ 0.02
指数 101.8 104.3 99.8 101.3 100.2 102.6 104.0 99.0 101.1 103.8 101.4
30年比（%） 0.5 0.4 0.3 2.3 2.2 0.4 0.7 ▲ 0.7 ▲ 1.5 1.6 0.0
寄与度 0.12 0.05 0.17 0.07 0.02 0.03 ▲ 0.09 ▲ 0.05 0.16 0.00

資料)総務省「消費者物価指数」 ※四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は総合に一致しない。

青
森
市

全
国

表2-2-2　費目別指数・前年比・寄与度　　　　　　　　　　　　(平成27年=100）
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 6

 

 

① 勤労者世帯の実収入9の推移 

1 ( )

 

(2019 )

2 917 47 7,422 2  

(2019 ) 2 7,431

58 6,149 2  

(2019 ) 2 7,880 54

2,687 3 ( 2-2-63)  

419 

493 
501 

487 

442 

477 

452 

464 469 

437 
433 

443 
434 

457 

477 

525 526 
529 534 

518 
521 

510 
519 

524 520 
526 527 

534 

559 

586 

470 

500 

472 

495 

474 

494 
486 

495 
488 

463 

471 

460 

503 

515 

543 

400

440

480

520

560

600

H17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

図2-2-63 勤労者世帯の実収入の推移
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② 勤労者世帯の実収入の内訳の推移 
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青森市の勤労者世帯の可処分所得(実収入から直接税、社会保険料などの非消費支出を差し引いた

額)は、実収入の増減に伴って上下しながら推移しており、令和元年(2019 年)は前年を 1 万 1,915

円上回る 39 万 5,619 円となりました。また、平均消費性向(可処分所得に対する消費支出の割合)

は、可処分所得の増減に連動して上下動を繰り返していますが、令和元年(2019年)は前年比0.2ポ

イント増の71.8％となりました。 

全国の傾向をみると、可処分所得はほぼ横ばいで推移していましたが、令和元年(2019年)は前年

を2万1,520円上回る47万6,645円と大きく伸びました。また、平均消費性向は横ばいから減少傾

向で推移していますが、令和元年(2019年)は前年比1.4ポイント減の67.9％となりました。 

令和元年(2019年)における家計の貯蓄である黒字は、全国、青森市とも増加しました。(図2-2-66) 

一般的に、景気が回復し、所得が増加しても、消費者はこれまでの生活習慣を急に変えることは

なく、所得の伸びほど消費が伸びないことから、世帯の消費意欲を示す指標ともいわれる平均消費

性向が低下し、家計の貯蓄である黒字の額が増加する傾向があると言われます。また、将来に対す

る不安感等から貯蓄を増やすと、平均消費性向がより低下する傾向となります。 

 

図2-2-66 勤労者世帯の平均消費性向の推移 

348 406 414 404 372 394 373 381 383 357 357 363 363 384 396 

62 

106 
128 

112 

70 

124 

85 
107 115 

98 102 98 93 109 111 

82.3 

73.7 69.2 72.2 

81.3 

68.7 
77.3 71.9 69.9

73.2 71.5 72.974.3 71.6 71.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

100

200

300

400

500

H17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

可処分所得（左目盛） 黒字（左目盛） 平均消費性向（右目盛）

青森市 （％）（千円）

資料）総務省「家計調査」

441 441 443 443 428 430 421 425 426 424 427 429 434 455 477

112
121 119 118 109 112 112 111 107 105

112 119 121
140

153

74.7
72.5 73.1 73.4 74.6 74.0 73.4 73.9

74.9 75.3 73.8 72.2 72.1 69.3
67.9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

100

200

300

400

500

H17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

可処分所得（左目盛） 黒字（左目盛） 平均消費性向（右目盛）

全 国 （％）（千円）

資料）総務省「家計調査」  

63
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年  

資料）東北経済産業局「東北地域百貨店・スーパー販売額動向」、経済産業省「商業動態統計」

※平成27年7月分から家電大型専門店、ドラッグストア、ホームセンターとの重複是正を行ったため、

平成27年6月分以前の月間販売額などとの間に不連続が生じている。したがって、平成27年6月分以

前の月間販売額などにリンク係数を乗じたものが平成27年7月分以降と接続する。
 

 

② 対前年同期増減率の動き 
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③ 商品別販売額の動向 
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④ 業態の多様化と販売額の動向 
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百貨店 総合スーパー 専門スーパー コンビニエンスストア ドラッグストア

専門店 家電大型専門店 中心店 無店舗販売 その他

資料）経済産業省「商業統計」
※H25のドラックストアには産業分類上格付けされた事業所のほか、医薬品・化粧品を25％以上扱う事業所を含む。

また、H23に家電大型専門店及び無店舗販売の区分が新たに設けられた。
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(4) 乗用車新車登録・届出台数の動向 
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② 車種別乗用車登録・届出台数の推移 

次に、車種別にみると、エコカー補助金の復活に伴い大きく伸びた平成24 年(2012 年)以降、普

通車が緩やかな増加傾向にあるものの、小型車は横ばいないし緩やかな減少傾向となっています。

また、軽自動車も平成27年(2015年)以降減少傾向となっており、全体に占める割合は4割前後と

最も高くなっていますが、徐々に低下してきています。 

令和元年(2019年)は、普通車が前年比4.4％増の1万2,306台、小型車が前年比3.8％減の1万

5,095台、軽自動車が前年比4.0％減の1万7,557台となっており、普通車の全体に占める割合が上

昇しています。 (図2-2-76) 

また、対前年同月増減率の動きをみると、近年は、エコカー減税等の税制が乗用車新車登録・届

出台数の増減に大きく影響しています。 

平成27年(2015年)は、4月の軽自動車税増税の影響で軽自動車の販売が大きく落ち込みました。 

平成28年(2016年)は、消費税増税前の駆け込み需要の反動減と軽自動車税の増税の影響も続き、

小型車や軽自動車は前年を下回る月が多くみられましたが、普通車は新型車の影響もあり前年を上

回って推移する月が多くなりました。 

平成 29 年(2017 年)は、新たなエコカー減税の開始により一時的に全車種とも上昇傾向にありま

したが、下半期からは落ち着きを見せ、平成30 年(2018 年)末では、新型車の影響により普通車が

前年を上回って推移しました。 

令和元年(2019年)は、10月の消費税増税を前に、普通車を中心に9月まで前年を上回りましたが、

増税後は全車種において前年を下回る状況が続いています。(図2-2-77) 

11,065 9,260 11,079 10,027 10,981 10,013 11,758 11,747 11,785 12,306

15,237
13,464

17,370 16,360 15,641 15,476 14,271
16,632 15,692

15,095

16,668
15,413

20,948 23,595 25,424
19,088 17,367

18,246 18,292 17,557

42,970

38,137

49,397 49,982
52,046

44,577 43,396
46,625 45,769 44,958

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

普通車 小型車 軽乗用車

(台)

資料）(一社)日本自動車販売協会連合会、同青森県支部

図2-2-76 乗用車（軽を含む）新車登録・届出台数の推移（青森県）
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③ 次世代自動車の普及状況 

今後、更に需要が伸びることが期待されている電気自動車やハイブリッド車など、次世代自動車

の普及台数をみると、本県では平成30年度(2018年度)末で7万3,790台となっており、車種別で

はハイブリッド車がそのほとんどを占めています。 

全登録車に占める次世代自動車の割合(普及率)は、全国が20.1％、東北全体が18.6％であるのに

対し、本県は14.4％と低い水準となっています。(表2-2-3) 
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(台)

HV
(ハイブリッド)

PHV
(プラグイン

ハイブリッド)
EV(電気)

クリーン
ディーゼル

CNG
(天然ガス)

燃料電池
次世代自動車

合計
全登録

自動車数
次世代自動車

普及率

青森県 65,649 1,038 678 6,423 0 2 73,790 513,967 14.4%

東北 649,881 9,463 9,516 53,022 129 77 722,088 3,886,296 18.6%

全国 8,362,866 122,048 107,434 785,466 9,670 3,037 9,390,521 46,808,196 20.1%

資料）東北運輸局 

表2-2-3　次世代自動車普及状況(平成30年度）

 

 

(5) 宿泊旅行と観光消費の動向 

地域活力の維持・向上には、観光・ビジネス面での人やモノの交流拡大をより一層図ることが必

要です。本県では平成28年(2016年)3月に北海道新幹線が開業し、平成29年(2017年)5月に中国・

天津線、令和元年(2019年)7月に台湾・台北線の定期便が就航しました。また、平成31年(2019年)4

月に青森港国際クルーズターミナルが供用を開始し、5 月に豪華客船「クイーン・エリザベス」が

初寄港するなど、青森港の外国クルーズ船寄港数は過去最高となりました。 

こうした立体観光14の充実に伴い、その効果を最大限獲得できるよう、多様な旅行ニーズに応え

られる施策を実施することが求められています。 

特に観光は裾野の広い産業であり、その経済波及効果は大きく、運輸業や宿泊業、土産物販売等

の商業や観光施設のサービス業等への直接的な効果だけでなく、農業や漁業、販売品の製造などに

も間接的な効果が及びます。 

 

①  延べ宿泊者数の動向 

本県の延べ宿泊者数(従業者数10人以上の施設)は、平成22年(2010年)以降、横ばいで推移し、

平成26年(2014年)に増加した後、平成27年(2015年)から2年連続で減少しましたが、平成29年

(2017年)から持ち直しの動きを見せ、平成30年(2018年)は、前年に比べ4万6,380人増加の369

万7,290人となっています。同年の延べ宿泊者数を宿泊目的別にみると、ビジネス目的は前年から

2万7,070人減少の212万9,940人、観光目的は前年から7万3,460人増加の156万7,360人とな

りました。このように、本県の宿泊客はビジネス目的が半数を超えており、平成30 年(2018 年)で

は、全体の57.6％を占めています。 

全国の延べ宿泊者数は、平成30年(2018年)が前年を2,048万人上回る4億5,250万人となりま

した。宿泊目的別では、観光目的の宿泊者が全体の半数を超えて推移しており、平成30年(2018年)

は51.8％を占めています。 

宿泊旅行統計調査の年次速報によると、令和元年(2019年)の本県の延べ宿泊者数は378万8,000

人で、前年(確報)と比べると2.5％の増加、全国は4億6,688万人で同3.2％の増加となっています。

(図2-2-78) 

                         
14 立体観光…飛行機の空路と新幹線の陸路、旅客船の海路などを組み合わせた観光のこと。 
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資料)観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※全宿泊施設（従業者数10人未満の施設を含む）

（万人)

 

 

3 3,324 4,597

2,551 2,157 1,454

1,385 5 36.4 380

30  

74



  

130 136 129 131 134 142 142 149 157 153 

224 222 226 224 
245 221 215 216 213 226 

354 359 354 355 
378 

362 357 365 370 379 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

青森県

ビジネス目的

観光目的

（万人）

18,408 17,040 18,061 
19,260 

19,866 

21,178 
21,042 

22,135 

23,431 
24,147 

16,435 
16,828 17,911 

18,932 19,720 

20,695 
20,601 

21,044 

21,789 22,451 
34,882 

33,934 
35,995 

38,221 
39,615 

41,903 
41,664 

43,202 
45,250 

46,688 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

全 国

ビジネス目的

観光目的

（万人）

資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※従業者数10人以上の施設、合計値は宿泊目的不詳を含む。令和元年は速報値。

図2-2-78 延べ宿泊者数の推移

 

30 (2018 ) 6,611

3,990 (5 3,800 ) 12.3

5 36.0

506 32 ( 2-2-79) 

 

6,611 

3,990 

3,531 

2,679 
2,559 

506

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

東
京
都

大
阪
府

北
海
道

沖
縄
県

千
葉
県

神
奈
川
県

静
岡
県

京
都
府

長
野
県

愛
知
県

福
岡
県

兵
庫
県

福
島
県

宮
城
県

広
島
県

新
潟
県

栃
木
県

石
川
県

三
重
県

鹿
児
島
県

山
梨
県

群
馬
県

熊
本
県

長
崎
県

大
分
県

岐
阜
県

岩
手
県

茨
城
県

岡
山
県

山
形
県

和
歌
山
県

青
森
県

埼
玉
県

滋
賀
県

山
口
県

愛
媛
県

宮
崎
県

福
井
県

香
川
県

富
山
県

鳥
取
県

秋
田
県

高
知
県

島
根
県

佐
賀
県

奈
良
県

徳
島
県

図2-2-79 都道府県別延べ宿泊者数
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②  外国人宿泊者数の動向 
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図2-2-81-1 延べ宿泊者数に占める外国人の割合の推移(青森県)
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図2-2-82  青森県 延べ宿泊者数の月別推移（平成27年～令和元年）
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④  地域別観光客数 

県観光企画課実施の「月例観光統計」による本県の宿泊施設入込客数は、令和元年(2019年)では、

青森市、むつ市が前年に比べ減少した一方、弘前市、八戸市は増加しています。また、四半期別に

みると、大きな祭りやイベントが開催される7～9月期はこれまで同様、各地域で高い傾向にありま

すが、八戸市、むつ市で1～3月期の全体に占める割合が増加しています。 (図2-2-83-1～2) 
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図2-2-83-1   県内宿泊施設入込客数の推移

（青森市、弘前市）
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図2-2-83-2  県内宿泊施設入込客数の推移
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⑤  観光消費額 

本県の観光消費額は、東日本大震災が発生した平成23 年(2011 年)に落ち込みましたが、その

後は増加傾向となっており、平成30年(2018年)は、前年に比べ39億円増の1,902億円となって

います。 

このうち、外国人による観光消費額の割合の推移をみると、平成25 年(2013 年)以降は増加傾

向にあり、平成30年(2018年)は8.5％となっています。(図2-2-84) 
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図2-2-84 観光消費額の推移(青森県)

日本人による観光消費額 外国人による観光消費額 総額に占める外国人の割合（右目盛）

(億円)

資料）県観光企画課「青森県観光入込客統計」

 

注）H24年12月～H26年3月は57施設、H26年4～12月は56施設、H27年1～12月は55施設、H28年1月以降は56施設 
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図2-2-86 各年代層の費目別観光消費額単価（平成29～30年）
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図2-2-86 各年代層の費目別観光消費額単価（平成29～30年）

 

  

4 建設投資・民間設備投資の動向 

(1) 建設投資(出来高ベース)の動向 

①  建設投資額の推移 

23 (2011 )

28 (2016 ) 30 (2018 )

2.8 5,370 (2019 ) 18.2

3,082  

24 (2012 )

30 (2018 ) 0.2 54

6,057 ( 2-2-87) 

(2019 ) 2.2 25 9,581  

49 

45 

43 
42 

44 

50 50 
51 

52 

55 55 

6,184 6,019 
5,753

5,952

6,522
6,241 6,206 6,227

5,904
5,525 5,370

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

25

30

35

40

45

50

55

60

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30年度

図2-2-87 建設投資額の推移（出来高ベース）

全 国 青森県
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資料）国土交通省「建設総合統計年度報」  
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図 2-2-88 建設投資額の推移(青森県) 
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② 平成30年度(2018年度)の状況 

30 (2018 )

1.0

15.6  

17.2 7.4  

50.5 39.1

( 2-2-4) 

(単位:百万円) 構成比(%) 前年度比(%) (単位:百万円) 構成比(%) 前年度比(%)

総　計 536,966 100.0 ▲ 2.8 54,605,722 100.0 ▲ 0.2

民　間 265,601 49.5 ▲ 5.7 33,256,910 60.9 1.7

建　築 189,553 35.3 ▲ 1.0 26,973,412 49.4 1.4

   居住用 119,331 22.2 2.2 16,320,428 29.9 0.4

　　鉱業､建設業､製造業用 15,830 2.9 ▲ 29.5 2,383,029 4.4 15.3

　　商業､ｻｰﾋﾞｽ業用 42,112 7.8 1.7 7,687,634 14.1 0.0

　　その他 12,280 2.3 11.6 582,320 1.1 ▲ 2.1

土　木 76,048 14.2 ▲ 15.6 6,283,498 11.5 2.9

公　共 271,365 50.5 0.2 21,348,812 39.1 ▲ 3.0

建　築 65,655 12.2 ▲ 17.2 3,867,671 7.1 ▲ 1.5

　　居住用 5,697 1.1 ▲ 40.6 503,079 0.9 ▲ 10.4

　　その他 59,958 11.2 ▲ 13.9 3,364,592 6.2 ▲ 0.0

土　木 205,711 38.3 7.4 17,481,141 32.0 ▲ 3.4

　　一　般 188,091 35.0 9.4 12,275,571 22.5 ▲ 4.3

　　企　業 17,620 3.3 ▲ 10.2 5,205,570 9.5 ▲ 1.0

（再掲）建  築  計 255,208 47.5 ▲ 5.8 30,841,083 56.5 1.0

（再掲）土  木  計 281,758 52.5 0.0 23,764,639 43.5 ▲ 1.8

資料）国土交通省「建設総合統計年度報」

表2-2-4　種類別建設投資額（平成30年度）

青森県 全　　国
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図 2-2-88 建設投資額の推移(青森県) 
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※集計方法の違いにより、表2-2-4に示す金額とは異なることに注意
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図 2-2-90 民間建築工事（非住宅）使途別建設投資額の構成比（平成 30年度） 
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(2) 民間設備投資の動向 

日本政策投資銀行による設備投資計画調査の結果から本県の民間設備投資の状況をみると、世界

経済及び日本経済の減速の影響により平成20 年度(2008 年度)以降、企業の投資意欲が大きく冷え

込んでいましたが、平成23 年度(2011 年度)には、製造業における震災復旧投資、非製造業におけ

る社屋移転や改装工事などにより、電力、ガスを除いた全産業ベースで前年度比89.9％増と大幅に

増加しました。 

その反動により平成24 年度(2012 年度)に前年度比減となった後は、増加と減少を繰り返す安定

しない動きとなっているものの、平成29 年度(2017 年度)は前年度比5.1％増、平成30 年度(2018

年度)は17.9％増となりました。 

また、令和元年度(2019年度)の設備投資計画を過年度実績と比べてみると、前年度比1.4％増と

3年連続の増加となっています。なお、これを製造業、非製造業別にみると、製造業においては、「紙・

パルプ」、「食品」等で減少となるものの、「電気機械」、「非鉄金属」等で増加となることから、前年

度比10.1％増と 2年連続の増加となっています。一方、非製造業においては、「卸売・小売」、「建

設」等で増加となるものの、「不動産」、「運輸」等で減少となることから、前年度比5.1％減と4年

ぶりの減少となっています。(図2-2-91) 

また、運輸業などにおける設備投資対象の1つとして貨物自動車がありますが、本県の貨物車登

録台数(新車)の推移をみると、平成24年(2012年)に大幅に増加した後、ほぼ横ばいで推移してい

ましたが、平成29年(2017年)からは増加傾向となっています。 

令和元年(2019年)の登録台数は、普通貨物車が1,668台、小型貨物車が2,362台で合計4,030台

となり、前年比4.1％増と3年連続の増加となっています。(図2-2-92) 
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図2-2-92 貨物車登録台数の推移(青森県)

 

 

(3) 住宅着工の動向 

新設住宅着工戸数は、所得、地価、建築費、金利などに反応して動き、消費税、住宅ローン減税

などの政府の経済対策によっても影響を受けます。また住宅建設は、各種建材の需要動向や、家具・

家電類などの消費動向、あるいは建設に携わる技術者等の雇用面などに影響を及ぼすことから、今

後の景気の先行きを判断する景気動向指数の先行指数としても採用されています。 

 

図2-2-91 民間設備投資額の増減率の推移 (青森県) 
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② 利用関係別新設住宅着工戸数の推移 
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図 2-2-94 利用関係別住宅着工戸数の推移 
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持家：建築主が自分で居住する目的で建築するもの

貸家：建築主が賃貸する目的で建築するもの

給与住宅：会社、官公署等がその社員等を居住させる目的で建築するもの

分譲住宅：建て売り又は分譲の目的で建築するもの
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5 企業倒産の動向 

(1) 企業倒産件数及び負債総額の推移 
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図2-2-95 県内企業倒産件数及び負債総額の推移
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(4) 形態別倒産状況 

企業倒産の状況を形態別にみてみると、破産が非常に多くなっており、このため、法的倒産(民事

再生法、破産、特別清算に基づく会社整理、会社更生法)の割合も高くなっています。令和元年(2019

年)の破産による倒産件数は46件で、全体の75.4％と、9年連続で70％を超えています。また、法

的倒産の割合は78.7％となっています。なお、令和元年(2019年)は、銀行停止処分による倒産件数

が13件と、9年ぶりに2桁となりました。(図2-2-98) 
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(5) 中小企業再生支援の状況 

 中小企業の再生支援の状況をみると、青森県産業復興相談センターと青森県中小企業再生支援協

議会が平成30年度(2018年度)に受け付けた窓口相談件数は、前年度より15件少ない21件となっ

ています。また、平成30年度(2018年度)に再生支援計画策定支援が完了した件数は、前年度より2

件少ない 11 件となっており(図 2-2-99、100)、再生支援が完了した企業による平成 30 年度(2018

年度)の雇用確保者数は521人で、平成15年度(2003年度)からの累計では10,414人となっていま

す。 
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24年度からは産業復興相談センターが相談受付の一元的窓口となり、再生支援協議会への

振り分けを行っている。
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図2-2-100 再生計画策定支援完了件数の推移
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6 金融の動向 

(1) 金融機関貸出金残高の推移 

 

( )

24 (2012 ) 29 (2017

) (2019 )10 3 595  

15

18 (2006 ) 21 (2009 )

24 (2012 ) (2019 )10 587

( 2-2-101) 

 

587

30,595

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

400

450

500

550

600

H19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1年

図2-2-101 金融機関貸出金残高の推移
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(2) 信用保証協会保証債務残高の推移 

信用保証協会保証債務残高の推移をみると、本県では、平成25 年(2013 年)以降減少が続いてお

り、平成31年(2019年)3月末時点で前年比0.6％減の1,720億円となっています。 

一方、全国でも、平成23年(2011年)以降減少傾向が続いており、平成31年(2019年)3月末の残

高は前年比5.1％減の21兆809億円となっています。(図2-2-104) 
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資料）青森県信用保証協会「保証月報」、（一社）全国信用保証協会連合会 ※各年3月末残高  

 

本県の信用保証協会の保証承諾額を月別に前年同月比でみると、増加と減少の動きが大きいものの、

減少幅が縮小傾向にある一方、増加となる月が徐々に目立つようになってきており、回復の兆しがみら

れます。令和元年(2019年) は、前年のように40％を超える月はなかったものの、4月の36.3％を始め、

前年を上回る月が多くみられ、12月は11.8％となっています。(図2-2-105)  
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図2-2-105 信用保証協会の保証承諾額の推移(前年同月比）
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図2-3-4 年齢３区分別人口・人口構成割合の推移（青森県）

15歳未満人口（年少人口） 15～64歳人口（生産年齢人口） 65歳以上人口（老年人口）
15歳未満人口割合 15～64歳人口人口割合 65歳以上人口割合

資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）について」
※S50～H22の「国勢調査」データ（実績値）は「年齢不詳」を含まない。
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図2-3-3 人口の推移（青森県）

資料）総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年3月推計）について」
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

2 青森県の人口動態 
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日のため、図2-3-5の数値とは一致しない。

図2-3-6  青森県における人口増減数の推移
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社会動態
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

2 青森県の人口動態 
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日のため、図2-3-5の数値とは一致しない。

図2-3-6  青森県における人口増減数の推移
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日

図2-3-7 出生者数と死亡者数の推移

出生者数 死亡者数 自然増減数（出生者数-死亡者数）

年

23,912 23,011 22,895 23,483 21,977 22,074 21,272 20,975 20,393 19,981 20,081 20,186 19,561 19,986 

-33,058 -33,184 -31,757 
-29,905 

-27,010 -25,680 -26,585 -26,483 -26,841 -26,259 -25,987 -25,908 -25,381 -25,579 

-9,146-10,173-8,862
-6,422-5,033-3,606

-5,313-5,508-6,448-6,278-5,906-5,722-5,820-5,593

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

（人）

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日

図2-3-9 転入者数と転出者数の推移

転入者数 転出者数 社会増減数（転入者数-転出者数）

年

(1) 自然動態 

平成30年(2018年)10月から令和元年(2019年)9月の自然動態は、出生者数が7,323人、死亡者

数が1万8,254人であり、自然増減数は1万931人の減少と、減少数が年々増加しています。 (図

2-3-7) 

また、出生数及び死亡数の推移を厚生労働省の「人口動態統計」でみると、出生数は減少傾向、

死亡数は増加傾向にあります。これは、15～49歳の女性人口の減少や高齢化の進行などが背景にあ

り、この傾向は今後も続くものと見込まれます。(図2-3-8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 社会動態 

平成 30 年(2018 年)10 月から令和元年(2019 年)9 月の社会動態は、県外からの転入者数が 1 万

9,986人、県外への転出者数が2万5,579人であり、社会増減数は5,593人の減少となっており、

社会動態の減少数はこの5年間、縮小傾向にあります。(図2-3-9) 

県外への転出入の状況を年齢別にみると、転出超過となっている年齢が多くなっていますが、特

に18歳、20歳、22歳の転出超過が際立っています。(図2-3-10) 

 年齢別の社会動態の推移をみると、平成24年(2012年)以降、15～24歳の転出超過数は4,500人

前後で推移しています。一方、25～64歳の転出超過数は500～1,400人台で推移し、15～24歳に比

べると幅が大きく、その年の社会動態に大きな影響を与えています。(図2-3-11) 
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資料）厚生労働省「人口動態統計」

図2-3-8 出生数と死亡数の推移（青森県）

出生数 死亡数（マイナス表記） 自然増減数（出生数-死亡数）
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資料）県統計分析課「青森県の人口」

※平成30年10月1日～令和元年9月30日

図2-3-10  年齢別県外転出入の状況

県外転入 県外転出 差引増減
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図2-3-12 転入超過数の推移（青森県）
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図2-3-11 年齢別社会動態の推移
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日
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図2-3-12 転入超過数の推移（青森県）
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図2-3-11 年齢別社会動態の推移
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資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

※各年の数値は前年10月1日～当年9月30日
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(3) 県外からの転入及び県外への転出の移動理由  

 

30 (2018 )10 (2019 )9
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( 2-3-13 2-3-14) 
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図2-3-13 「県外からの転入」の移動理由

就職 転職 転勤 就学 退職 結婚 離別・死別 介護・看護 施設入所 新築・転宅 その他 全体の実数

（ 925人）

（10,061人）

(％)

（2,116人）

（1,590人）

（1,152人）

（ 626人）

（ 869人）

（ 279人）

（ 427人）

（ 539人）

（ 242人）

（ 190人）

（ 208人）

（ 898人）

 

就 職 転 職 転 勤 就 学 退 職 結 婚 離別・死別 介護・看護 施 設 入 所 新築・転宅 その他

総 計 13.0 11.0 35.6 4.9 11.3 4.0 2.2 2.4 0.5 5.5 9.6
 0～14歳 1.6 10.6 47.8 2.9 2.2 2.3 8.5 2.3 0.0 10.2 11.7
15～19歳 15.1 4.8 26.1 32.5 11.2 0.8 0.8 0.2 0.2 2.2 6.0
20～24歳 31.0 10.2 23.0 5.7 14.2 3.4 0.5 0.2 0.0 2.8 8.9
25～29歳 12.5 15.5 36.4 1.1 13.0 9.0 1.4 0.7 0.1 3.2 7.0
30～34歳 9.6 15.0 41.0 1.0 9.5 5.5 2.5 1.6 0.1 5.3 9.0
35～39歳 7.1 11.4 47.9 1.2 8.2 5.6 2.6 2.5 0.0 4.9 8.5
40～44歳 7.3 11.7 48.6 1.3 6.7 3.4 3.5 2.1 0.2 5.8 9.6
45～49歳 7.8 10.2 52.9 1.1 8.0 2.2 0.9 4.6 0.4 3.5 8.3
50～54歳 2.8 11.5 50.4 0.5 10.8 1.2 1.4 6.6 0.0 4.4 10.5
55～59歳 5.7 10.4 38.0 0.4 12.9 1.4 3.2 9.7 0.7 6.8 10.8
60～64歳 3.3 5.4 12.0 0.0 36.8 0.4 0.8 9.9 1.2 12.8 17.4
65～69歳 3.2 3.7 3.2 0.0 30.0 0.5 1.1 11.1 2.1 21.1 24.2
70歳以上 1.4 1.9 1.4 0.0 9.1 0.0 1.9 13.9 13.9 29.3 26.9
資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」 
※平成30年10月1日～令和元年9月30日

表2-3-13 「県外からの転入」の移動理由

(単位：％)

年 齢
移動理由
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図2-3-14 「県外への転出」の移動理由

就職 転職 転勤 就学 退職 結婚 離別・死別 介護・看護 施設入所 新築・転宅 その他
全体の実数

（14,760人）

（ 2,595人）

(％)

（ 4,428人）

（ 1,236人）

（ 724人）

（ 924人）

（ 477人）

（ 625人）

（ 206人）

（ 303人）

（ 125人）

（ 1,834人）

（ 284人）

（ 999人）

 

就 職 転 職 転 勤 就 学 退 職 結 婚 離別・死別 介護・看護 施 設 入 所 新築・転宅 その他

総 計 34.6 11.3 26.1 10.6 2.6 3.0 0.6 1.1 0.2 3.8 6.1
 0～14歳 3.6 8.2 58.0 3.5 1.3 3.7 1.7 0.9 0.0 8.2 10.9
15～19歳 48.3 1.2 2.8 43.5 0.4 0.3 0.1 0.2 0.0 1.4 1.8
20～24歳 67.2 9.8 7.2 7.0 2.1 1.5 0.1 0.0 0.0 1.3 3.8
25～29歳 20.1 23.4 32.8 1.7 4.7 7.7 0.4 0.2 0.1 1.6 7.4
30～34歳 10.8 18.0 49.8 0.9 4.0 5.9 0.9 0.4 0.2 2.6 6.6
35～39歳 7.9 17.1 51.5 0.8 3.2 6.3 0.8 0.5 0.0 4.1 7.8
40～44歳 8.8 12.0 54.1 1.8 2.8 4.3 1.0 1.1 0.1 6.8 7.2
45～49歳 9.0 13.0 58.1 3.5 1.8 2.7 0.8 1.8 0.0 3.8 5.6
50～54歳 12.8 11.1 54.5 0.8 2.5 1.9 1.0 0.4 0.0 6.7 8.2
55～59歳 10.2 17.5 42.2 0.7 4.6 1.7 1.0 4.0 0.3 7.9 9.9
60～64歳 13.6 15.5 18.0 0.0 14.6 0.5 4.4 4.4 1.0 12.6 15.5
65～69歳 17.6 5.6 6.4 0.0 5.6 0.0 2.4 8.8 1.6 29.6 22.4
70歳以上 2.1 0.7 2.8 0.0 1.4 0.0 1.4 28.5 6.0 31.7 25.4
資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」 
※平成30年10月1日～令和元年9月30日

表2-3-14 「県外への転出」の移動理由

(単位：％)

年 齢
移動理由
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図2-3-14 「県外への転出」の移動理由
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（ 724人）

（ 924人）

（ 477人）

（ 625人）

（ 206人）

（ 303人）

（ 125人）

（ 1,834人）

（ 284人）

（ 999人）

 

就 職 転 職 転 勤 就 学 退 職 結 婚 離別・死別 介護・看護 施 設 入 所 新築・転宅 その他

総 計 34.6 11.3 26.1 10.6 2.6 3.0 0.6 1.1 0.2 3.8 6.1
 0～14歳 3.6 8.2 58.0 3.5 1.3 3.7 1.7 0.9 0.0 8.2 10.9
15～19歳 48.3 1.2 2.8 43.5 0.4 0.3 0.1 0.2 0.0 1.4 1.8
20～24歳 67.2 9.8 7.2 7.0 2.1 1.5 0.1 0.0 0.0 1.3 3.8
25～29歳 20.1 23.4 32.8 1.7 4.7 7.7 0.4 0.2 0.1 1.6 7.4
30～34歳 10.8 18.0 49.8 0.9 4.0 5.9 0.9 0.4 0.2 2.6 6.6
35～39歳 7.9 17.1 51.5 0.8 3.2 6.3 0.8 0.5 0.0 4.1 7.8
40～44歳 8.8 12.0 54.1 1.8 2.8 4.3 1.0 1.1 0.1 6.8 7.2
45～49歳 9.0 13.0 58.1 3.5 1.8 2.7 0.8 1.8 0.0 3.8 5.6
50～54歳 12.8 11.1 54.5 0.8 2.5 1.9 1.0 0.4 0.0 6.7 8.2
55～59歳 10.2 17.5 42.2 0.7 4.6 1.7 1.0 4.0 0.3 7.9 9.9
60～64歳 13.6 15.5 18.0 0.0 14.6 0.5 4.4 4.4 1.0 12.6 15.5
65～69歳 17.6 5.6 6.4 0.0 5.6 0.0 2.4 8.8 1.6 29.6 22.4
70歳以上 2.1 0.7 2.8 0.0 1.4 0.0 1.4 28.5 6.0 31.7 25.4
資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」 
※平成30年10月1日～令和元年9月30日

表2-3-14 「県外への転出」の移動理由

(単位：％)

年 齢
移動理由
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3 青森県の人口構成 

我が国の人口ピラミッドは、2つの膨らみを持つ形となっています。2つの膨らみとは、主として

第1次ベビーブーム世代と第2次ベビーブーム世代を指していますが、本県の人口ピラミッドにお

いては、全国に比べると第2次ベビーブーム世代の膨らみがあまり目立たない構造となっています。

これは、本県の社会動態の減少数が大きかった平成初期(1990年代前半)に第2次ベビーブーム世代

が18歳を迎え、県外へ転出する者が多かったためと考えられます。(※前出の図2-3-6を参照) 

また、令和元年(2019年)と昭和55年(1980年)の本県の人口ピラミッドを比較すると、少子化と

高齢化の進行に加え、人口の多い第1次ベビーブーム世代が70歳代前半となり、人口ピラミッドの

重心が上方へスライドした形になっています。(図2-3-15) 
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図2-3-15 青森県の人口ピラミッド（令和元年）

男（昭和55年） 男（令和元年） 女（昭和55年） 女（令和元年）

90～

令和元年現在
45～48歳
昭和46～49年の

第2次ベビーブーム

令和元年現在
70～72歳
昭和22～24年の
第1次ベビーブーム

90～

0 (歳)

90～100～

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
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（参考）全国の人口ピラミッド（平成27年国勢調査）

男（平成27年） 女（平成27年）

資料）総務省「国勢調査」
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平成27年当時
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第1次ベビーブーム
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(2019 ) 21 (2009 )

10

20

10 40 28  

(2019 ) 65 33.2

32 55.3

40

65

25.6 26.3 27.5 ( 2-3-16) 

 

15歳未満人口（年少人口）の割合（R31）

65歳以上人口（老年人口）の割合（R1）

    資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」

人口増減率（H29/H19）

図2-3-16 市町村別の人口動態

人口増減率（R1/H21） 15歳未満人口（年少人口）の割合（R1）

15～64歳人口（生産年齢人口）の割合(R1)
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